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資金収支計算書

純資産変動計算書

純行政コストは前年比約47億円の増加
　福祉や教育などの資産形成につながらない人
的・給付的な行政サービス提供にかかった総行政
コストは、約1,865億円となり、前年比約４億円
の増加(業務コストは主に競艇の払戻金の減少に
より、移転支出コストは社会保障関係経費の増加
により)となりました。一方、行政サービス提供
の対価である使用料、手数料などの収益は約454
億円と前年比約43億円減少
(主に競艇売上収益の減少に
より)し、純行政コストは、
前年度から約47億円増の約
1,411億円となりました。

基礎的財政収支は約22億円の黒字を確保
　経常的収支、資本的収支を合計した基礎的財政
収支(プライマリーバランス)は前年比約10億円減
少したものの約22億円の黒字を確保しました。
　この基礎的財政収支が黒字でないと、地方債・
企業債等の残高を減らすことはできないため、財
政状況を見る上で重要な指標となります。
　地方債・企業債等の発行収入と元利償還金支出
の収支を表す財務的収支は、一般会計で地方債残
高が増加しているものの、公営企業会計で企業債
等の返済を進めているため、約31億円のマイナ
スとなり、基礎的財政
収支の黒字を差し引く
ことで、当期資金収支
は約９億円の赤字とな
りました。

資産価値の低下で純資産が約237億円目減り
　事業用資産への投資が充実しているものの、こ
れまでに整備してきた資産の減価償却や地方公営
企業の会計制度変更により、最終的に純資産が約
237億円減少しました。
　地方公営企業の会計制度変更などによるその他
純資産の減少約147億円を除いた津市の実質的な
純資産の減少は約
90億円であり、減
少幅は対前年度比較
で約９億円抑えられ
ました。
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財務的収入

公債発行収入など
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市税、国庫補助金など
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単位：百万円

前年比
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資産形成充当財源変動の部

当期末残高

その他の純資産変動の部

当期変動額合計

財源変動の部

固定資産の変動（減価償却費など）

長期金融資産の変動など
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平成26年4月1日～平成27年3月31日

財源の調達

市税、補助金など

財源の使途（純経常費用、インフ

ラ資産形成財源措置など）
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使用料・手数料など

物にかかるコスト

維持補修費、減価償却費など

業務にかかるコスト

委託料、公債費利子など

移転支出的なコスト

社会保障給付、補助金など

人にかかるコスト

人件費、退職給付費用


